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研究要旨 

本研究班は、メンタルヘルス不調の妊産褥婦や児の養育の問題に対し、医療・保健・

福祉の連携モデル（母子保健 G-P ネットとよぶこととする）を構築しその有効性につ

いて検証することを目的とした。  

 東京都世田谷区と長野県須坂市・長野市において、母子保健 G-P ネットを展開し、

その有効性について検証した。また、東京都世田谷区において、メンタルヘルス不調

の妊産婦の実態についての調査及び、そのような母親への対応について母子保健関係

者のニーズの調査を行った。さらに、メンタルヘルス不調の妊産婦のメンタルヘルス

対応についての文献研究を行った。  

周産期は心身の不調を来しやすく、そのような心身の問題に地域一体となった多職

種連携で対応していくことの重要性が示唆された。  

本研究班の研究により、以下の制度の構築が有効と考える。  

①医療・保健・福祉の連携構築のための、地域での定期的な「顔の見える連携」の場

づくり：「顔の見える連携」の場が、子育て世代包括支援センターを核とした地域の母

子保健の連携の仕組みの中に組み込まれることで、関係者間の連携がスムーズになっ

ていくと考えられる。本研究班での「母と子のサポートネットせたがや」や須坂市の

実務者検討会のような月 1 回程度の関係者が集まる事例検討会議の設定なども、「顔の

見える連携」の場づくりとして有効であると考えられる。  

②周産期における心理社会的リスクの把握  

 妊娠期など周産期に、妊産褥婦に関わる職種がスクリーニングによりメンタルヘル

ス不調につながりやすい心理社会的リスクを把握し支援に活かすことの重要性が示さ

れた。どの時期にどのようなスクリーニングを行うかについては、今後更なる研究が

必要である。  

③周産期におけるメンタルヘルスのスクリーニングについての診療報酬加算  

また、そのようなスクリーニングを実施した医療機関に診療報酬上のインセンティブ

付与も均てん化のために有用であると考えられる。 

④マニュアルの整備 

 メンタルヘルス不調のリスクを有する母親をサポートするための地域連携がうまく

いっていない背景として、母子保健関係者のメンタルヘルスの知識の不足、他職種の

役割についての知識の不足、母子保健領域で自分の職種の果たしうる役割についての

知識の不足、連携先の知識の不足などが実態調査から明らかになった。本研究班で作

成したようなマニュアルは、メンタルヘルス不調の妊産婦への対応についての共通認

識を持つ土台作りに有効であると考えられる。 

⑤均てん化のための研修会の整備 

 また、均てん化のための研修会、さらには、各機関や各地域で母子保健関係者を教

育できるような周産期のメンタルケアの指導者要請の仕組みを整備していくことも重

要であると考えられる。 



 
 

 

 

A. 研究目的 

 本研究の目的は、周産期にメンタルヘルス

不調の母親に対しゲートキーパーとなる医

療機関が早期に発見し他機関と連携し、また、

必要な際には養育支援を行うことで児童虐

待や養育不全を予防するための、保健・医

療・福祉の連携モデル(母子保健G-Pネットと

よぶこととする)を提示し、地域母子保健・

精神保健のありかたについて提言すること

を目指すものである。 

周産期のうつ病の発生率は10～15%と非常

に高い。全人口でのうつ病の12か月有病率が

2.2％、生涯有病率が7.5％であることを考え

ると、周産期のうつ病の頻度はとびぬけて高

く、医療・保健・福祉行政として対応するこ

とが重要である。母親のうつ病は母子関係や

子どもの発達にも大きな影響を及ぼす。うつ

病の妊産褥婦には、周産期の管理で産科医、 

 

 

 

乳児健診で小児科医、体調不良で内科医、保

健相談で保健師、治療で精神科医というよう

に多職種が関わるが、対応がまちまちで見過

ごされたまま対応がなされないケースも多

く、連携が不十分であるのが現状である。う

つ病の妊産褥婦に各機関で一定水準の対応

や連携が望まれる。近年、うつ病の早期発見、

治療推進のため、地域のかかりつけ医をうつ

病発見のゲートキーパーとして、精神科医と

の連携を強化するシステムであるG-Pネット

が各地で展開されている。メンタルヘルス不

調の妊産褥婦や児の養育の問題に対し、医

療・保健・福祉の連携モデル（母子保健G-P

ネット）を構築しその有効性について検証す

ることを目的とした。母子保健G-Pネットを

世田谷区と長野県須坂市・長野市で実施する

こととした。また、地域の母子保健関係者の

ニーズや妊産婦のメンタルヘルスについて

調査を行い、実態把握することとした。さら

に、周産期のメンタルケアの在り方について、

海外の研究のレビューを行い、現在のエビデ

⑥ガイドラインの作成 

母子保健の関連学会・団体で、今後周産期のメンタルヘルス対応のガイドライン作成も望まれ

る。 

⑦妊産褥婦やその子どもについて関係機関と自治体との情報共有の仕組みの整備 

今後、妊産褥婦やその子どもについて各機関が持つ重要な情報を、個人情報に最大限配慮し

つつ、関係機関同士で共有していくしくみづくりについては今後の課題である。 

⑧メンタルケアも含めた産後ケアの更なる充実 

 本研究班の研究で、産後 2 週・産後 2 か月・3 か月でも心身の不調を来している産褥婦が多

いことが明らかになった。現状では、産科医療機関のフォローアップはほとんどの場合産後 1

か月で終了するが、希望者には産後 2 週や産後 1 か月以後も、公的助成のもとで産後ケアが受

けられる体制整備がのぞまれる。 

⑨小児医療における母親のメンタルケアへの対応拡大 

「切れ目のない妊産婦・乳幼児の保健対策」のために、小児科医が健診などの場で母親のメン

タルヘルスのスクリーニングを行ったり、育児の悩みなどで母親のメンタルヘルスの問題に対

応したりする体制の整備も今後の課題であると考えられる。 



 
 

ンスを把握した上で今後の施策・政策提案に

活かすこととした。 

 

B.研究方法 

研究分担者の立花は、東京都世田谷区で、

母子保健関係者の協議会「母と子のサポー

トネットせたがや」を発足・運営し、また、

長野県須坂市の医療・保健・福祉関係者の

実務者会議に参加することを通して、メン

タルヘルス不調の妊産褥婦やその子どもの

支援のための多職種地域連携モデルの構築

を行った。それらの活動を踏まえ、メンタ

ルヘルス不調の母親とその子供の支援の多

職種地域連携について、母子保健関係者へ

の均てん化の活動を行うこととした。マニ

ュアル作成、研修会開催、ガイドライン作

成、多職種連携の際の診療報酬上のインセ

ンティブの提言を目指した。  

研究分担者の小泉は、産後のメンタルヘル

スについての啓発行動を行い、また、県立須

坂病院と市町村の連携による妊娠・出産・育

児を支える体制づくりを行った。母子健康手

帳交付時に、メンタルヘルス不調の原因とな

るような心理社会的背景を系統的に聴取す

る「妊婦さんおたずね」とエジンバラ産後う

つ病評価尺度（EPDS）を行った。さらに、産

科退院時にEPDS、1か月健診時にEPDS・育児

支援チェックリスト・赤ちゃんへの気持ち質

問票に3つの質問票を須坂病院で実施し、保

健師が乳児家庭全戸訪問に同三つの質問票

を実施、3か月健診時にもEPDSを実施する仕

組みを作り、メンタルヘルス不調のハイリス

ク者を抽出して支援する体制づくりを行っ

た。県立須坂病院と市町村の連携による妊

娠・出産・育児を支える体制づくりとして、

周産期メンタルヘルス実務検討会を月1回開

催した。さらに、妊娠・出産包括支援モデル

事業の一環として、母子保健相談支援事業で

保健師を母子保健コーディネーターとして

配置し、産前産後サポート事業で助産師や保

健師による妊産褥婦のメンタルヘルスや育

児の支援、産後ケア事業として長野市の助産

所の他に県立須坂病院で宿泊型・デイケア型

のサービスを行うこととした。 

研究分担者の竹原は、平成24年度に厚生労

働省の研究班「妊産婦のメンタルヘルスの実

態把握及び介入方法に関する研究（研究代表

者：久保隆彦）」 3)が実施した「妊産婦のメ

ンタルヘルスを考える協議会（仮称）」の参

加者を中心に、その活動を発展させて「母と

子のサポートネットせたがや」の発足へとつ

なげ、上記研究班で行った世田谷区の妊産婦

を対象としたコホート調査のデータベース

を用いて、①産後の身体的なマイナートラブ

ルの実態、②産後うつ予防に向けた効果的な

ファミリーサポートのタイミング、を明らか

にすることを目的としたデータの二次解析

を行った。 

 研究分担者の久保は、医療・保健・福祉の

連携体制の課題、周産期のメンタルヘルス不

調の母親への早期支援・早期介入のために重

要な点を考察することを目的とし、母子保健

関係者のアンケートや妊産褥婦のメンタル

ヘルスの調査の二次解析を行うこととした。 

 研究分担者の森は、妊娠中及び産後うつ病

の効果的な治療法を認識し明確にすること

を目的として、エビデンスについての文献研

究を行った。 

 

C. 研究結果 



 
 

 研究分担者の立花は平成 25 年度に東京

都世田谷区で、母子保健関係者の協議会「母

と子のサポートネットせたがや」を発足・

運営し、母子保健関係者が「顔の見える連

携」を構築するための場づくりを行った。

また、長野県須坂市の医療・保健・福祉の

連携のための実務者会議にも参画した。メ

ンタルヘルス不調の母親の支援における多

職種連携のためのマニュアル「母と子のサ

ポートネットせたがや 心の問題で気にな

る母親に対する対応の手引き」を作成し、

世田谷区と長野市・松本市で研修会を開催

した。国立成育医療研究センター妊娠と薬

情報センターの渡邊央美副センター長と協

働し、「精神科医のための妊娠・授乳中の向

精神薬処方の手引き」を刊行した。さらに、

情報サイト「母と子のサポートネットせた

がや」を作成し、顔の見える連携を強化す

るためのインターネットを使った患者紹介

システムも開発・運用した。また、母子保

健の G-P ネット展開の上での課題抽出の

ために、世田谷区の分娩施設で行った実態

調査では、メンタルヘルス不調の妊産褥婦

を適切な時期に保健師が十分にフォローア

ップできておらず、また、精神科で治療を

受けているケースが非常に少ないことが明

らかになった。一方で、精神科がフォロー

アップしている妊産褥婦はそうでない群に

比べ、有意に育児ストレス・養育不全・抑

うつといった心理社会的問題を持つことが

明らかになった。平成 27 年度は、日本産

科婦人科学会・日本産婦人科医会・日本周

産期メンタルヘルス学会共催のガイドライ

ン作成のための合同委員会議において、本

研究班の成果を踏まえクリニカルクエスチ

ョンの提案を行った。均てん化のための研

修パッケージを作成し、母子保健関係者向

けに研修会を長野県長野市で開催し、さら

に、全国の母子保健関係者向けに、「母子保

健メンタルケアゲートキーパー研修会」を

開催した。平成 28 年度の診療報酬改訂の

ための、日本産科婦人科学会・日本産婦人

科医会・日本精神神経学会の合同による内

科系学会社会保険連合要望の検討委員会に

参加し、本研究班のデータを基礎資料とし

て提出した。同改訂において、ハイリスク

妊娠・分娩管理加算、ハイリスク妊産婦共

同管理料において、算定対象として精神疾

患を合併した妊娠および分娩に関する評価

を加えられることになった。  

研究分担者の小泉は、平成 25 年度に産後

うつ病の啓発パンフレットを長野県精神保

健福祉センターに事務局を置く長野県精神

保健福祉協議会が 10 万部作成し、長野県全

県の母子保健関係機関に配布した。また、

平成 26 年度には「産後うつ病の早期発見対

応マニュアル」を同様に、長野県精神保健

福祉センターが約 1 万部作成し、全県の産

科・小児科・関係医療機関および市町村に

配布した。平成 27 年 9 月～12 月に 3 か月

健診でＥＰＤＳに回答し、母子健康手帳交

付時、乳児訪問時にもＥＰＤＳに回答して

いる妊産婦 77 名の結果を分析したところ、

ＥＰＤＳ合計得点の平均は、妊娠届出時に

は 4.1 点、乳児訪問時は 3.5 点、3 か月健

診時は 2.7 点と徐々に低くなり、また、フ

ォローが必要となる 9 点以上の割合も妊娠

届出時は 11 人、乳児訪問時は 5 人、3 か月

健診時は 3 人と減少していた。母子健康手

帳交付時の質問票では、妊婦の不安の内容

を項目に分けてみると、つわり等母体に関

することが最も多く、次いで上の子への関

わり方や児の発達に関する不安が多かった。

周産期メンタルヘルスケア実務検討会で扱

ったケースの内訳では EPDS の高得点だけ

でなく、妊産婦のメンタルヘルス不調や 10

代の出産が多く、EPDS の点数に関わらず検

討にあがった。 



 
 

研究分担者の竹原は、世田谷区のコホート

調査に関係した分娩施設の関係者や区内の

母子保健関係者などからなる多職種連携の

協議会「母と子のサポートネットが世田谷」

の発足に尽力した。また、世田谷区のコホー

ト調査の二次解析を行い、次のような結果を

得た。①産後の心身のマイナートラブルの実

態として、産後1か月時に多く見られたマイ

ナートラブルは、全体的に「肩こり」が高く、

初産婦では「児が泣いている理由がわからな

い」、経産婦では「WHO-5(精神健康状態の測

定尺度)のハイリスク」が高い結果となった。

産後2か月まで症状が継続する項目は、初産

婦・経産婦ともに「WHO-5のハイリスク」や

「肩こり」の割合が高く、産後3か月まで継

続する項目では、初産婦では「児が泣いてい

る理由がわからない」、経産婦では「WHO-5

のハイリスク」、全体的に「肩こり」が高い

割合を示した。②パートナーからの精神的サ

ポートがないと妊娠中・産後3か月のうつ病

のリスクが高くなったが、産後数日と産後1

か月のパートナーの精神的なサポートはう

つ病のリスクとは関係がなかった。一方で、

実母・義母による精神的サポートがないと産

後うつのリスクが高くなったが、実母の物理

的サポートの有無は産前・産後のメンタルヘ

ルスと統計的な関連は見られなかった。 

 研究分担者の久保は、初年度に世田谷区の

母子保健関係者の協議会「母と子のサポート

ネットせたがやの協議会でアンケートを行

い、メンタルヘルス不調の妊産褥婦を抽出す

る適切な方法とメンタルヘルスの問題への

対応の仕方に多くの問題を抱えていること

を明らかにした。また、妊産婦に行ったコホ

ート調査から、産後2週の心身の不で産後3か

月時の育児困難や抑うつ状態を予測しうる

ことを明らかにした。さらに、エジンバラ産

後うつ病評価尺度・赤ちゃんへの気持ち質問

票・育児支援チェックリストの組み合わせが、

児童虐待を予測する上で非常に高い精度を

持つことが示された。 

 研究分担者の森は、日本における要保護児

童対策地域協議会（要対協）の現状の問題点

と今後の課題を分析すべく、アメリカ・イギ

リス・オーストラリアの3国を事例として文

献調査を行った。また、産後うつ病への心理

社会的な介入の文献研究を行った。 

 

D. 考察 

 研究分担者の立花の研究から、メンタル

ヘルス不調の母親に対する医療・保健・福

祉の連携のため、地域での定期的な「顔の

見える連携」の場づくりを行うことが非常

に有効であると考えられた。全国的にこの

ような連携モデルを展開していく上で、母

子保健関係者の「顔の見える連携」の場が、

子育て世代包括支援センターを核とした地

域の母子保健の連携の仕組みの中に組み込

まれることで、関係者間の連携がスムーズ

になっていくと考えられる。メンタルヘル

ス不調の母親の対応についてのマニュアル

は、地域の母子保健関係者の連携において、

お互いの役割を認識して、メンタルヘルス

不調の母親に対する一貫したアプローチの

共通認識に役立つと考えられる。また、今

後メンタルヘルス不調の母親への対応につ

いてのガイドライン作成が望まれる。研修

会による知識の習得も有効であるが、全て

の母子保健関係者に参加してもらうことは

不可能である。効率面を考えると、各機関・

各地域で周産期のメンタルケアの指導者を

養成していくことが均てん化の上で有効で

あると考えられる。費用対効果の面も踏ま

え、研究のエビデンスを積み重ね、適切な



 
 

時期に適切な内容のスクリーニングを医療

や保健の仕組みの中に取り入れていく必要

があると考えられる。  

 研究分担者の小泉が行った研究の中で、

妊娠期から児の 3か月健診までの EPDS得

点の調査から、妊娠初期から継続して妊産

褥婦の抑うつ状態に配慮したかかわりが重

要であると考えられる。また、ファミリー

サポートなど社会資源の積極的な利用を進

め、母の負担の軽減を図ることも重要であ

ると考えられる。母子健康手帳交付時の面

接で、EPDS と併せて心理社会的な側面を

聞き取ることで、妊婦の個々の多様な不安

や悩みの聞き取りが可能になっている。産

後ケア事業やファミリーサポートなどの地

域資源の紹介や相談窓口のことなど、妊産

褥婦が受けられるサービスの情報提供も可

能になり、保健師との関係性ができること

によって、その後の支援につながっている。

周産期メンタルヘルスケア実務検討会を通

して医療機関と行政が連携している支援体

制は、心理社会的なリスクを持つメンタル

ヘルス不調の母親についての対応への共通

認識を深め、妊娠期からの切れ目のない支

援につながっていると考えられる。さらに、

このような取り組みが子育て支援の一助と

なり、将来の精神保健にも役立つと考えら

れる。  

 研究分担者の竹原の研究により、産後の身

体的なマイナートラブルは、産後1か月から

症状が継続しやすいものと、その後に新たに

発生しやすいものがあり、回復経過が異なる

ことが明らかになった。1か月健診時の指導

では、トラブルの種類や出産回数により、1

か月時に表出している症状の慢性化を防ぐ

指導と、産後1か月以降に新たに生じやすい

トラブルの予防、そうしたトラブルのセルフ

ケア方法の指導の実施が望まれる。産後うつ

予防に効果的なファミリーサポートのタイ

ミングの観点では、パートナーからの精神的

なサポートは妊娠期と産後3か月時に、実

母・義母からの精神的サポートは産後すぐが、

女性のメンタルヘルスにとって特に重要な

時期であることが示された。妊産褥婦がメン

タルヘルスを良好に保つためにパートナー

や実母・義母といった家族からのサポートが

重要な時期が示唆された。重要な時期にキー

パーソンとなる家族に対しての心理教育的

なアプローチの有効性が示唆される。たとえ

ば、保健師による父親教室や家族教室で父親

への心理教育プログラムを妊娠中や産後3か

月に実施することが行政施策として有効で

ある可能性がある。また、産後すぐに実母・

義母の支援が得られないような産褥婦に対

しては、メンタルヘルスの不調に産科医療機

関スタッフや保健師などの母子保健関係者

が注意しながらサポートしていくことの有

用性が示唆される。 

 研究分担者の久保の研究から、メンタルヘ

ルス不調の妊産褥婦の単なる抽出ツールの

開発だけではなく、地域一体となった妊産褥

婦のメンタルヘルス対応の体制整備をして

いくことの重要性が示唆された。また、産褥

婦の心身のリスク因子をしっかりと産科医

療関係者や保健師が把握することが、妊産褥

婦の育児困難・メンタルヘルス不調への支援

や児童虐待の予防的かかわりに有益である

ことが示された。 

 研究分担者の森の研究から、産後うつ病に

対する心理社会的・心理的予防・治療介入の

有効性が明らかになった。一方で、妊娠中の

うつ病に対する予防・治療介入の研究は少な

く、予防に関しての系統的レビューの作成が

急務であると考えられた。 



 
 

 3年間の本研究班の成果から、我が国にお

けるメンタルヘルス不調の妊産褥婦とその

家族に対する医療・保健・福祉の連携・協働

に支援体制構築の推進について、以下の精神

保健・母子保健の施策及び政策の可能性が導

かれたので考察する。 

１）医療・保健・福祉の連携構築のため、地

域での定期的な「顔の見える連携」の場づく

り 

 須坂市の周産期メンタルヘルスケア実務

検討会のような月1回程度の関係者が集まる

事例検討会議は、地域の産科医・小児科医・

保健師・精神科医などの関係者が一堂に会し

て対応を検討するため、メンタルヘルスや児

童虐待のハイリスクケースに対して妊娠期

からの切れ目のない支援が可能になる。既存

の要保護児童対策地域協議会（要対協）の個

別ケース検討会議にあがる以前の、ハイリス

ク群に対する一次予防的な関係者の連携と

もいうことができ、要対協の機能強化の地域

モデルの一つを提示するものであると考え

られる。 

 地域連携を掲げても、実際に会ったことも

ない関係者同士、関係機関同士が連携を持つ

のは難しい。逆に、会合で話したことがあれ

ば、その後、連携の閾値は低くなる。母子保

健における医療・保健・福祉の連携がうまく

いかない大きな原因の一つとして、母子保健

に関わる職種が多いにもかかわらず、実際に

関係者が気軽に話し合う会合などの場が少

ないことがあげられる。須坂市の周産期メン

タルヘルスケア実務検討会のような会合は、

現状では要対協の実務者会議が相当すると

考えられる。須坂市の実務検討会では産科

医・助産師が参画しているが、ほとんどの地

域で要対協の会合に出席する産科医など周

産期医療関係者は一部に限られている。健や

か親子21（第2次）が掲げる「妊娠からの児

童が虐待防止対策」において産科医・助産師

の存在はきわめて重要である。今後、多くの

地域の周産期医療関係者が地域の虐待防止

対策の会議に参加してもらえるような仕組

みづくりが望まれる。現在、厚生労働省は子

育て世代包括支援センターを平成27年度中

に150カ所整備し、おおむね平成32年度まで

に地域の実情などを踏まえながら全国展開

を目指していくことを計画している。そのよ

うな子育て世代包括支援センターをハブと

して、地域の関係者が定期的に話し合う会合

の場づくりをシステムとして盛り込むこと

も、母子保健関係者の「顔の見える連携」づ

くりに貢献しうると考えられる。 

２）周産期における心理社会的リスクの把握 

本研究班の研究により、産後うつ病や児童

虐待のリスクは、妊娠期および出産後から産

後1か月までの間のアセスメントにより予測

できることが明らかになった。周産期には、

産科医療機関スタッフが妊産褥婦に関わる。

また、厚生労働省の「子育て世代包括支援セ

ンター」の施策において、妊娠届出時から保

健師や母子保健コーディネーターなどが面

接して支援を開始する自治体が増えてきて

いる。妊産褥婦に関わる母子保健関係者が、

適切な時期に適切なスクリーニングを行い、

妊産褥婦の心理社会的リスクを把握するこ

とが望まれる。そこでリスクがわかれば、妊

娠中フォローアップすると良いであろう。ま

た、産褥精神病・双極性障害・統合失調症、

前回の出産での産後うつ病といった、精神疾

患の既往や心理社会的な問題があれば、産科

医療で行いうる精神面での対応をしつつ慎

重な経過観察をしていくことが望まれる。周

産期のメンタルヘルスの問題を抽出するス



 
 

クリーニングの時期について、妊娠初期は悪

阻など身体症状の不調が精神状態に反映さ

れやすいため、安定期に入った妊娠中期以後

にスクリーニングをするのが効率的と考え

られる。また、産後については、厚生労働科

学研究費補助金成育疾患克服等次世代育成

基盤研究事業（健やか次世代育成総合研究事

業）「妊産婦のメンタルヘルスの実態把握及

び介入方法に関する研究」（研究代表者 久

保隆彦）で、産後2週間に抑うつ状態を来す

初産婦が多いことが明らかになっている。ま

た、本研究班の分担研究（平成27年度久保分

担）から産後1か月に行うエジンバラ産後う

つ病評価尺度・赤ちゃんへの気持ち質問票・

育児支援チェックリストが児童虐待の予測

に非常に高い精度を持つことが明らかにな

った。今後は、費用対効果の面も踏まえ、研

究のエビデンスを積み重ね、適切な時期に適

切な内容のスクリーニングを医療や保健の

仕組みの中に取り入れていく必要があると

考えられる。 

３）周産期におけるメンタルヘルスのスクリ

ーニングについての診療報酬加算 

平成28年度の診療報酬改定で、精神疾患合

併妊娠の評価として、ハイリスク妊娠管理加

算・ハイリスク分娩管理加算及びハイリスク

妊産婦共同管理料の対象患者に、精神疾患の

患者が加わった。一方、加算がつくのは、精

神疾患の患者（当該保健医療機関で通院・在

宅精神療法を実施している者又は他の保険

医療機関で通院・在宅精神療法を実施し、当

該保険医療機関に診療情報提供賞を提供し

ているもの）に限られることになっている。

メンタルヘルスが不調であるからと言って

精神科に通院している妊産婦は非常に限ら

れている。メンタルヘルス不調のリスクのあ

る妊産婦を早期に発見し、早期に介入する上

では、全妊産婦に何らかのスクリーニングを

行うことが望ましいと考えられる。そのよう

なスクリーニングを医療機関で推進するた

めには、スクリーニングに診療報酬上のイン

センティブがつけられるべきであると考え

る。 

４）マニュアルの整備 

メンタルヘルスのハイリスクの母親のサ

ポートのための地域連携がうまくいってい

ない背景として、母子保健関係者のメンタル

ヘルスの知識の不足、多職種の役割について

の知識の不足、母子保健領域で自分の職種の

果たしうる役割についての知識の不足、連携

先の知識の不足などがあると考えられる。地

域の母子保健関係者が一つのチームとして、

お互いの役割を認識して、メンタルヘルス不

調の母親に対する一貫したアプローチの共

通認識を持つことが重要と考えられ、妊産婦

のメンタルヘルスについての対応マニュア

ルはそのための指針になりうると考えられ

る。対応をマニュアル化しそれを情報共有す

ることで、これまでスタッフの経験や技量に

拠るところが大きかった他の職種との連携

をスムーズにしたり、また、一定水準での対

応を可能にしたりすることが期待できる。 

５）均てん化のための研修会の整備 

母子保健領域において、妊産婦のメンタル

ヘルスへの対応についての医療・保健・福祉

の連携のためには、各母子保健関係者が一定

水準以上の知識を持つ必要があると考えら

れる。そのような知識を得るために、研修会

などによる学びの場は有益であろう。一方で、

研修会にすべての関係者が参加するのは不

可能であろうから、各機関で同僚を指導する

ような指導者を育成していくことは、均てん

化の上で効率が良いと考えられる。今後、メ



 
 

ンタルケアの指導者を養成するような指導

者研修を行い、そのような指導者に各機関あ

るいは各地域で母子保健関係者に知識を情

報共有していくような仕組みが望まれる。 

６）ガイドライン作成 

現在、日本産科婦人科学会、日本産婦人科

医会、日本周産期メンタルヘルス学会の合同

委員会でガイドライン作成が行われている。

妊産褥婦に関わる様々な専門家（産婦人科医、

助産師、精神科医、保健師、市町村の母子保

健行政担当者など）の意見が反映される形で、

医療・保健・福祉の連携・協働しながら妊産

婦のメンタルヘルスの問題に対応する方略

についてのガイドライン作成が望まれる。 

７）妊産褥婦やその子どもについて関係機関

と自治体との情報共有の仕組みの整備 

産科医療機関は妊産婦のケアについて非

常に重要な情報を持つ。上記の心理社会的の

リスクをルーチンで行った後、診療情報提供

書などの形で保健師に送ることで、保健師と

の医療・保健の情報共有が可能になる。また、

子育て世代包括支援センターなどの自治体

窓口で、妊娠届出時など妊娠中から保健師や

母子保健コーディネーターが妊産婦の心理

社会的問題を把握する仕組みがあるところ

では、自治体も妊娠期から妊婦の心理社会的

問題を把握できる。また、乳児家庭全戸訪問

や3～4か月児健診時にも自治体は母親やそ

の子どもの心理社会的に重要な情報を把握

できる。現行では、産科のフォローアップ体

制は産後1か月で終了し、以後母子保健の主

たるターゲットは子どもに移るため、母子に

関わる職種としては保健師・小児科医・地域

の子育て支援などになっていく。「切れ目な

い妊産婦・乳幼児への保健対策」において、

母子に関わる職種が得た母子の心理社会的

な面についての貴重な情報を共有し、支援に

役立てうるような仕組みづくりが今後の課

題であろう。その上で、個人情報保護を厳格

にするのは言うまでもないが、本人の同意の

もと基本的に自治体と医療機関で情報共有

する旨の同意書を、自治体であれば妊娠届出

時、産科医療機関であれば分娩予約時などに

取得するのも良いと考えられる。また、その

同意については基本的に本人が拒否する権

利を有し、かつ、児童虐待のリスクがあれば

従来の児童福祉法に基づいて要対協におけ

る関係機関で情報共有を行っていくという

形も、今後検討されるべき一つの有り方であ

ろう。 

8）メンタルケアも含めた産後ケアの更なる

充実 

母乳の出が悪いことで悩んでいる母親が

産後2か月で9.4％、産後3か月で9.9％と約1

割の割合で存在するなど、産後1か月以後も

助産師ケアのニーズがある。また、非常に多

くの産褥婦が産後2週や2か月、3か月時にメ

ンタルヘルスの不調を来していることが世

田谷区の妊産婦のメンタルヘルスの調査よ

り明らかになっている。現在、分娩して退院

後から1か月健診までの間や、1か月健診から

後の健診やケアの仕組みがない。一方で、現

在、自治体では妊婦一人に月出産までに１４

回程度の妊婦健康診査の実施に要する費用

を負担することになっている。しかし、実際

は多くの地域で１４回使われておらず、たと

えば東京都世田谷区では平均約２枚が使わ

れずに余っている。妊娠中に使われなかった

自治体の妊婦健康診査の無料券の財源を産

後ケアに有効利用することに意義があると

考えられる。今後、産後2週や2か月、3か月

時に本人の希望があれば、産後ケアについて

公的補助を行っていくと良いと考えられる。 



 
 

9）小児医療における母親のメンタルケアへ

の対応拡大 

現在の日本の母子保健では、産後の母親

のメンタルヘルス不調に対応するのは主に

保健師となっている。産後の時期に、母子

保健において、小児科医は母親と子どもに、

新生児健診、3～4 か月児健診、1 歳 6 か月

児健診などで定期的に関わることができる。

新生児健診、3～4 か月児健診、6～7 か月児

健診、9～10 か月児健診、1 歳 6 か月児健診

の問診票に、ルーチンに入れると、それほ

ど違和感なく母親のメンタルヘルスをアセ

スメントしやすいと考えられる。また、プ

ライマリケアでうつ病のスクリーニングで

よく用いられる Whooley の二質問法は、日

常臨床の中で母親への問診の中でも実施可

能なので、育児不安が強い母親の相談にの

る中で、さりげなく二質問法の内容を織り

交ぜてアセスメントしても良いであろう。

小児科医がメンタルヘルス不調の母親の早

期介入・早期支援のためのゲートキーパー

になることで、切れ目ない母子の支援や児

童虐待予防にますます重要な役割を果たし

うる。今後、小児科医に対し、母親のメン

タルヘルスについての知識を持ってもらう

ようにする施策が重要と考えられる。 

 

E. 結論 

本研究班は、メンタルヘルス不調の妊産褥

婦や児の養育の問題に対し、医療・保健・福

祉の連携モデル（母子保健G-Pネットとよぶ

こととする）を構築しその有効性について検

証することを目的とした。 

 本研究班の研究により、医療・保健・福祉

の連携構築のための、地域での定期的な「顔

の見える連携」の場づくりの重要性が示され

た。「顔の見える連携」の場が、子育て世代

包括支援センターを核とした地域の母子保

健の連携の仕組みの中に組み込まれること

で、関係者間の連携がスムーズになっていく

と考えられる。本研究班での「母と子のサポ

ートネットせたがや」や須坂市の実務者検討

会のような月1回程度の関係者が集まる事例

検討会議の設定なども、「顔の見える連携」

の場づくりとして有効であると考えられる。 

 一方で、今後、妊産褥婦やその子どもにつ

いて各機関が持つ重要な情報を、個人情報に

最大限配慮しつつ、関係機関同士で共有して

いくしくみづくりについては今後の課題で

ある。 

 妊娠期など周産期に、妊産褥婦に関わる職

種がスクリーニングにより心理社会的リス

クを把握し支援に活かすことの重要性が示

された。どの時期にどのようなスクリーニン

グを行うかについては、今後更なる研究が必

要である。 

 メンタルヘルスのハイリスクの母親のサ

ポートのための地域連携がうまくいってい

ない背景として、母子保健関係者のメンタル

ヘルスの知識の不足、他職種の役割について

の知識の不足、母子保健領域で自分の職種の

果たしうる役割についての知識の不足、連携

先の知識の不足などが実態調査から明らか

になった。本研究班で作成したようなマニュ

アルは、メンタルヘルス不調の妊産婦への対

応についての共通認識を持つ土台作りに有

効であると考えられる。 

 また、均てん化のための研修会、さらには、

各機関や各地域で母子保健関係者を教育で

きるような周産期のメンタルケアの指導者

要請の仕組みを整備していくことも重要で

あると考えられる。母子保健の関連学会・団



 
 

体で、今後周産期のメンタルヘルス対応のガ

イドライン作成も望まれる。 

 本研究班の研究で、産後2週・産後2か月・

3か月でも心身の不調を来している産褥婦が

多いことが明らかになった。現状では、産科

医療機関のフォローアップはほとんどの場

合産後1か月で終了するが、希望者には産後2

週や産後1か月以後も、公的助成のもとで産

後ケアが受けられる体制整備がのぞまれる。

また、「切れ目のない妊産婦・乳幼児の保健

対策」のために、小児科医が健診などの場で

母親のメンタルヘルスのスクリーニングを

行ったり、育児の悩みなどで母親のメンタル

ヘルスの問題に対応したりする体制の整備

も今後の課題であると考えらえる。 

 

F. 健康危険情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

 別紙参照 

 

H . 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2．実用新案登録、その他 

なし 

3．その他 

 なし 

 


